


















































2008年4月30日

【米国会計基準】

住 友 商 事 株 式 会 社

 単位：億円（億円未満四捨五入）

≪貸倒引当金繰入額≫

≪有価証券損益≫

≪基礎収益≫

・ﾘｰｽ事業・ｵｰﾄﾘｰｽ事業再編に伴うみなし売却益

・米州銅事業好調

・ｼﾞｭﾋﾟﾀｰﾃﾚｺﾑ堅調

・ﾎﾞﾘﾋﾞｱ銀･亜鉛･鉛事業ﾍｯｼﾞ評価損

・資産入替によるﾊﾞﾘｭｰ実現

≪固定資産損益≫

・北米ｶﾞｽ開発事業における減損

・自動車・建機事業堅調（輸送機･建機）

・ｱｼﾞｱを中心とした電力事業好調（ｲﾝﾌﾗ）

・住宅分譲事業好調（生活産業･建設不動産）

≪販売費及び一般管理費≫

△ 134 △ 19%

△ 8%

10

△ 412

△ 49 △ 4%

11%

57%

6%

 基 礎 収 益
（償却前業務利益(税引後)＋持分法損益）

1,971 2,029 △ 3%

144

△ 58

 営 業 利 益
（日本の会計慣行に基づく） 2,541 2,397

 売 上 高
（日本の会計慣行に基づく） 114,846 105,283 9%9,563

14%307

△ 46%△ 28

１.経営成績

13%279 当 期 純 利 益 2,389

357

△ 96

△ 30

△ 1,148

2,110

 税 引 後 利 益 2,478 2,171

少数株主損益 △ 89 △ 61

法人税等 △ 1,198

 税 引 前 利 益

その他の損益 △ 7

3,676

△ 17

その他の収益・費用合計 △ 5,669 △ 5,258

3,319

有価証券損益

持分法損益 569 703

949 445

△ 371 △ 16%△ 58

113%505

△ 595

△ 35%△ 26

受取配当金 153 141 8%12

利息収支 △ 428

固定資産損益 △ 101 △ 75

△ 10%

-

貸倒引当金繰入額 △ 111 △ 80 △ 38%

銅地金取引和解金等 - 96

販売費及び一般管理費 △ 6,694 △ 6,099

 その他の収益・費用：

 売 上 総 利 益 8,5779,345

当期
（2007年度）

前期
（2006年度）

増減

≪売上総利益≫

当期実績の概要

金額 増減率

769 9%
・ｽﾁｰﾙｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ事業堅調（金属）

・ﾎﾞﾘﾋﾞｱ銀･亜鉛･鉛事業 ﾍｯｼﾞ評価損(△221)を含む

・ｼﾞｭﾋﾟﾀｰｼｮｯﾌﾟﾁｬﾝﾈﾙ（SCﾒﾃﾞｨｱｺﾑ）子会社化（ﾒﾃﾞｨｱ･ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ）

・ｼﾞｭﾋﾟﾀｰTVの事業再編に伴う株式交換益

・西友株式関連損失

≪持分法損益≫

・ｱｼﾞｱ自動車金融事業での貸倒引当金繰入額増加 等

≪利息収支≫

・ﾇｻ･ﾃﾝｶﾞﾗ･ﾏｲﾆﾝｸﾞ好調

・新規に子会社を連結したことによる影響

・子会社での事業基盤拡大に伴い人件費など増加

2007年度 連結業績ハイライト

当期 前期 増減

受取利息 283 329 △ 47

支払利息 △ 711 △ 700 △ 11

利息収支 △ 428 △ 371 △ 58

＜参考＞

主要指標推移
当期

(2007年度)
前期

(2006年度)

為替(円/US$)[4～3] 113.80 116.96

 金利LIBOR 6M（YEN）[4～3] 0.94% 0.50%

 金利LIBOR 6M（US$)[4～3] 4.7% 5.4%

原油(US$/bbl)<北海ﾌﾞﾚﾝﾄ>[1～12] 73 65
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住 友 商 事 株 式 会 社

（注）当社は、2007年4月1日付にて営業部門を9事業部門から8事業部門に再編しました。これに伴い、当期よりオペレーティング・セグメントを変更しております。

　　　また、前期のオペレーティング・セグメントは組替えて表示しております。

４.ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

当期
（2007年度）

前期
（2006年度）

２.ｾｸﾞﾒﾝﾄ情報

３.財政状態

769

250

 生活産業・建設不動産

 化学品・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

 国内ﾌﾞﾛｯｸ・支社

 資源・ｴﾈﾙｷﾞｰ

426

△ 1

・三井住友ﾌｧｲﾅﾝｽ&ﾘｰｽ合併に伴うみなし売却益
・前期、銅地金取引和解金入金あり

連　結 8,577 2,389 2,110

 消去又は全社 △ 303 195

279

2,194 1,962519

 海外現地法人・海外支店 2,264 456 432△ 257

計 8,880

90 7020

・欧州・ｱｼﾞｱ現地法人好調
・北米鋼管事業減益

・ｺﾓﾃﾞｨﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽ減益

23

△ 11

・金属関連取引堅調20

△ 8

・ﾇｻ･ﾃﾝｶﾞﾗ･ﾏｲﾆﾝｸﾞ、米州銅事業好調
・株式ﾊﾞﾘｭｰ実現
・ﾎﾞﾘﾋﾞｱ銀･亜鉛･鉛事業ﾍｯｼﾞ評価損

・住宅分譲等不動産事業好調

479 △ 19

481

29292 263

416 267

47 78

410 ｲﾝﾌﾗ 24

1,261 138 125

27 165

51

 輸送機・建機 1,346
・住友三井ｵｰﾄｻｰﾋﾞｽ合併に伴うみなし売却益
・自動車･建機事業堅調
・船舶事業好調

231 149

189383

39

1,687

195

320

売上総利益

 金属 776

前期
(2006年度)

増減当期
(2007年度)

 ﾒﾃﾞｨｱ･ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ

26803

総資産

 金融・物流

△ 53

増減

437

318

9,398

2,008

D/E Ratio（Net）

有利子負債
（現預金Net）

株主資本比率

株主資本

1,577

当期末
(2007年度末)

前期末
(2006年度末)

1,220

480

460

9,345

292

417

1,181

＋0.2pt2.02.2

3,34329,13332,476

△ 8,59184,30575,714

＋2.2pt17.5%19.7%

19614,73114,927

 単位：億円（億円未満四捨五入）

主な増減要因
（当期純利益）

・ｽﾁｰﾙｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ事業堅調
・厚板取引堅調

・Cantex（米国塩ﾋﾞﾊﾟｲﾌﾟ事業）減益
・ｽﾐﾄﾛﾆｸｽ減益

・ｱｼﾞｱを中心とした電力事業好調

・ｼﾞｭﾋﾟﾀｰｼｮｯﾌﾟﾁｬﾝﾈﾙ（SCﾒﾃﾞｨｱｺﾑ）子会社化
・ｼﾞｭﾋﾟﾀｰTVの事業再編に伴う株式交換益
・西友株式関連損失

当期純利益

27

200

△ 135

127

<208>

増減当期
(2007年度)

前期
(2006年度)

13

48

232

24

△ 31

172

59

148

331

△ 852

6

1,761

<△ 2,619>

△ 4,531

1,9123,207

△ 2,998

主な増減要因

 ≪総資産≫

・ 三井住友ﾌｧｲﾅﾝｽ&ﾘｰｽ関連会社化に
　よる減少
・ 株価下落、円高による減少
・ 住友三井ｵｰﾄｻｰﾋﾞｽ合併や新規に
　子会社を連結したことによる増加

 ≪株主資本≫

<ﾌﾘｰｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ>

投資活動

営業活動

・ 当期純利益の積上げ
・ 株価下落、円高の影響

ｷｬｯｼｭの増減額

換算差額等

財務活動

②



５.次期の見通し

金額 増減率

≪売上総利益≫

≪利息収支≫

≪持分法損益≫

≪その他≫

2,427 1,971 456 23%

     

（注）将来情報に関するご注意

次期見通し
(2008年度)

 売 上 総 利 益 9,900

・ｼﾞｭﾋﾟﾀｰﾃﾚｺﾑ、三井住友ﾌｧｲﾅﾝｽ&ﾘｰｽ等が堅調に推移。

4%

 当 期 純 利 益

 売 上 高
（日本の会計慣行に基づく）

120,000 114,846 5,154

△5%

当期
(2007年度)

増減

9,345 555 6%

△ 428 68 16%

 その他の収益・費用：

販売費及び一般管理費 △ 7,000 △ 6,694 △ 306

利息収支 △ 360

153 △ 3 △2%受取配当金 150

569 271 48%持分法損益 840

△ 511 △70%その他 220

その他の収益・費用合計 △ 6,150

2,550

731

△8%

△ 1,200

2%3,750 3,676

△ 481

74

72

△ 89

△ 5,669

△ 1,198

2,478

△ 120

６.配当について

△ 2 0%

2,389 41 2%

△ 31 △35%

3%

2,430

当社の経営目標及びその他の将来予測に関する開示内容は、将来の事象についての現時点における仮定及び予想並びに当社が現時点で入手している情報に基づいて

  ｷｬﾋﾟﾀﾙｹﾞｲﾝを見込む。

・前期、ﾘｰｽ事業･ｵｰﾄﾘｰｽ事業再編に伴うみなし売却益あり。
 税 引 前 利 益

 基 礎 収 益
（償却前業務利益(税引後)+持分法損益）

法人税等

　原料炭価格の上昇による豪州石炭事業の増益を見込む。

いるため、今後の四囲の状況等により変化を余儀なくされるものであり、これらの目標や予想の達成及び将来の業績を保証するものではありません。したがって、
これらの情報に全面的に依拠されることは控えられ、また、当社がこれらの情報を逐次改訂する義務を負うものではないことをご認識いただくようお願い申し上げます。

 当社は、株主に対して長期にわたり安定した利益還元を行い、株主の期待に応えていく基本方針に加え、業績等を総合的に

 勘案し、連結配当性向20%を目処として、配当額を決定することとしております。これにより、当期の期末配当金は20円となり、

 中間配当金18円と合わせた当期の年間配当金は38円となります（前期年間配当金実績33円)。また、次期の連結純利益が

 予想どおり2,430億円となった場合、上記方針に基づき、次期の年間配当金は38円（中間19円・期末19円）となる予定です。

 税 引 後 利 益

少数株主損益

・積極的な資産の入れ替えに伴うﾊﾞﾘｭｰ実現などの

・ﾎﾞﾘﾋﾞｱ銀・亜鉛・鉛事業ﾍｯｼﾞ評価損改善。

・主にﾄﾞﾙ金利の低下による支払利息の減少。

住 友 商 事 株 式 会 社

 単位：億円（億円未満四捨五入）

次期見通しの概要

・住友三井ｵｰﾄｻｰﾋﾞｽの合併による増益や

  ｼﾞｭﾋﾟﾀｰｼｮｯﾌﾟﾁｬﾝﾈﾙ（SCﾒﾃﾞｨｱｺﾑ）の通期連結などの貢献に加え、

＜予想の前提条件＞

次期予想
（2008年度）

当期実績
（2007年度）

 為替（円/US$：平均）
 （4月～3月）

105 113.80

 原油<北海ﾌﾞﾚﾝﾄ>（US$/bbl）
 （1月～12月）

90 73

 原料炭<強粘結炭>（US$/MT） ※ 285～300程度 85～98程度

 銅（US￠/lb） 325 323

 金利LIBOR 6M（YEN）
 （4月～3月）

1.00% 0.94%

 金利LIBOR 6M（US$）
 （4月～3月）

3.0% 4.7%

＜為替ﾚｰﾄの変動が連結純利益に与える影響＞
 1円/US$の円安で、約7億円の増加

※ 市場情報に基づく一般的な取引価格

③



住 友 商 事 株 式 会 社

＜参考情報＞

黒字会社数・赤字会社数 (単位：社)

黒　字 赤　字 合　計 黒　字 赤　字 合　計

197 40 237 △ 34 3 △ 31

525 71 596 △ 27 △ 7 △ 34

722 111 833 △ 61 △ 4 △ 65

（黒字会社比率） 87% 0pt

黒字額・赤字額（持分損益）  単位：億円（億円未満四捨五入）

黒　字 赤　字 合　計 黒　字 赤　字 合　計

785 △ 70 715 38 △ 57 △ 19

1,401 △ 390 1,011 251 △ 222 28

2,186 △ 461 1,726 288 △ 279 9

セグメント別 黒字額・赤字額（持分損益）  単位：億円（億円未満四捨五入）

黒　字 赤　字 合　計 黒　字 赤　字 合　計

金 属 168 △ 12 156 27 2 29

輸 送 機 ・ 建 機 362 △ 26 336 60 8 69

イ ン フ ラ 191 △ 18 172 34 △ 10 23

メ デ ィ ア ･ ラ イ フ ス タ イ ル 233 △ 29 204 17 △ 18 △ 1

化 学 品 ・ エ レ ク ト ロ ニ ク ス 66 △ 9 57 △ 10 △ 3 △ 13

資 源 ・ エ ネ ル ギ ー 345 △ 331 14 96 △ 271 △ 175

生 活 産 業 ・ 建 設 不 動 産 113 △ 21 92 2 5 7

金 融 ・ 物 流 67 △ 4 63 7 1 8

国 内 ブ ロ ッ ク ・ 支 社 57 △ 6 51 3 8 11

海 外 現 地 法 人 ・ 海 外 支 店 475 △ 1 474 46 0 45

そ の 他 110 △ 2 107 8 △ 2 7

合 計 2,186 △ 461 1,726 288 △ 279 9

国　　　内

海　　　外

合　　　計

国　　　内

海　　　外

合　　　計

当期（2007年度） 前期比

当期（2007年度） 前期比

当期（2007年度） 前期比
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